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埼玉中小企業家同友会の概要 

・設立：1974 年 4 月 

・代表理事：太田久年（（株）ホウユウ 代表取締役） 

・代表理事：小松君恵（（株）コマーム 取締役会長） 

・会員数：990 人（全国 4万 7千人） 

・活動：埼玉県下16の地区（基礎的組織）で中小企業経営者が参加する異業種の経

営者団体であり、「経営体質の強化」「経営者の能力向上」「経営環境の改善」をめ

ざすという「３つの目的」に基づき活動しています。 

 

同友会の三つの目的 

①同友会は、ひろく会員の経験と知識を交流して、企業の自主的近代化と強靭な 

経営体質をつくることをめざします 

②同友会は、中小企業家が自主的な努力によって、相互に資質を高め、知識を吸収 

し、これからの経営者に要求される総合的な能力を身につけることをめざします 

③同友会は、他の中小企業団体とも提携して、中小企業をとりまく社会・経済・政

治的な環境を改善し、中小企業の経営を守り安定させ、日本経済の自主的、平和的

な繁栄をめざします 
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2023 年度 埼玉県の中小企業政策に対する中小企業家の要望・提言 

 
はじめに 

 
中小企業家同友会全国協議会（埼玉中小企業家同友会）が行っている景況調査の 2022 年

4～6 月期では業況判断 DI は△7→6、売上高 DI は 10→8、経常利益 DI△1→△4、足元の

景況を示す業況水準 DI は△12→△3 と改善しました。前回（2022 年 1～3 月期）悪化した

主要指標は前々回並みに回復しました。 
しかし、懸念は残り、特に仕入れ単価は調査が始まって以来最大水準になっています。経

営の課題が価格転嫁にかかっています。円安やウクライナ侵略を考えると、価格転嫁交渉は

何回も必要になってくることが予想され、厳しい経済環境が待ち受けているのが現状です。 
 
このような中で、私たち埼玉中小企業家同友会は、地域に根差し、地域の活性化を通して

自社の成長も作り出そうと、中小企業憲章に基づく地域振興条例の制定運動を取り組んで

います。埼玉県の後援をいただいて 7 月 13 日に開催した「地域経済応援サミット」は、県

内 12 自治体の参加をいただき、参加者アンケートでも「大野知事を始め、中小企業庁課長

や県内市町村経済担当課長等の幅広い立場の方々から地域経済、地域金融に関する考え方

や取組みについてお話を頂き大変参考になった」と高い評価をいただき、私たちの学びにも

つながり、成功しました。心から感謝するものです。 
今後も取り組みを強めたいと考えておりますので、一層のご支援をお願いします。 
 
私たち埼玉中小企業家同友会は、「三つの目的」のもと、自社の経営を維持発展させ、経

営者自身を磨き、自社を取り巻く経営環境を改善させる運動を通じて、地域の雇用の確保と

地域振興を自治体と一緒に図って行きたいと活動している経済団体です。 
中小企業を取り巻く経営環境は依然として厳しい環境下にあるという観点に立って、埼

玉県の中小企業政策に対して要望・提言させていただきます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ⅰ．公平、公正な市場のルールを確立し、中小企業の価格転嫁が進むよう健全な

競争環境の醸成を 
 

原料や資材、燃料などが一気に高騰する中で、経費増加分の価格転嫁が困難で賃上げ

もままならず、厳しい状況の中小企業もあります。持続可能な日本経済をめざして「経

済の好循環」をつくりあげていくためには、中小企業の取引環境を改善していくことが

肝要と考え、以下、要望いたします。 
 

（1）「中小企業緊急相談窓口」における相談件数及び相談内容を示していただきたい。 
 
（2）「適正な価格転嫁」に対する県の取組を示していただきたい。立場の弱い企業にし

わ寄せされないよう中小企業の取引環境を改善し、逸脱した企業への罰則を強化し、公

平・公正な取引環境の実現をめざす施策を推進していただきたい。 
 
（3）価格転嫁交渉が進むよう「価格交渉促進月間」を通年の取り組みとして推進し、

「パートナーシップ構築宣言」を「宣言」にとどまらせず、調達・購買時など実質的で

公正な取引の視点から中小企業に配慮した取引条件の確立を図るよう国に働きかけて

いただきたい。下請二法の適正な運用に努めるとともに、罰則規定を盛り込むことを国

に働きかけていただきたい。 
 
 
Ⅱ．コロナ禍で逼迫してきている資金繰り支援を 
 

埼玉同友会の景況調査報告では、昨年 3 月の資金繰り DI 値の 6 が、昨年 9 月に 3 に

なり、今年の 3 月には 1 になっています。「やや窮屈」「窮屈」と答えた割合は、昨年 9
月は 36.3％、今年の 3 月は 36.1％とほとんど同じですが、そのうち「窮屈」と答えた

割合は 11.1％から 15％へ増加しています。新型コロナ緊急融資の返済開始される時期

になり、この状況は一層厳しくなることが予想されます。 
新型コロナ緊急融資の返済猶予期間の延長、リスケジュール等に対する柔軟な対応を

各金融機関と連携して行っていただきたい。 
 
 
Ⅲ.適格請求書等保存方式（インボイス）の凍結もしくは延期の要請を 

 

消費税制において、2023 年 10 月から仕入税額控除の要件として適格請求書等保存

方式、いわゆるインボイス制度の導入が予定されています。 



この制度は中小零細企業の事務負担が一層増加することや流通の混乱、国民経済の停

滞などといった影響が予想され、中小企業家同友会は、インボイス制度が事業者免税制

度の実質的な廃止と同じ結果をもたらし、中小・零細企業にとって死活問題であり、地

域経済に大きな打撃をもたらすと考えています。 
埼玉県として、国に対しインボイス制度の凍結もしくは延期を働きかけるとともに、

免税制度が存続できる制度への変更を要請していただきたい。 
 
 
Ⅳ．人的保証に依存しない金融制度の確立を 
 

銀行法は、その目的を「国民経済の健全な発展に資すること」としていますが、その

ことは金融仲介機能の健全な発揮によって担保されることを踏まえ、以下、要望いたし

ます。 
 

（1）7 月 13 日に開催した「地域経済応援サミット」において大野知事が紹介された新

施策「金融機関による伴走支援を要件とした『伴走支援型経営改善資金』を創設」につ

いて、進捗等を示していただきたい。 
 
（2）民間金融機関の伴走支援「専用当座貸越」や資本性劣後ローン、経営支援の取り

組みの強化を国に働きかけていただきたい。 
 
（3）人的担保（個人保証）に依存しない金融制度を一層推進し、『経営者保証に関する

ガイドライン』の活用促進を図るとともに、経営者保証の廃止や保証解除の際の要件緩

和を推進していただきたい。 
 
 
Ⅴ．公共事業の中小企業発注の拡充と公正な競争の促進を 
 

中小企業にとって公平・公正な競争環境をつくるため、下記の提案事項に沿って国の

指導を徹底するために以下、要望いたします。 
 
（1）県発注公共工事へのスライド条項の適用状況を示していただきたい。その上で、

公共発注機関の中小企業への発注率を大幅に高め、地域に精通した中小企業への受注機

会を更に拡大していただきたい。 
 
（2）一般競争入札基準（全省庁統一資格）は大企業有利であることから、埼玉県独自



に中小企業にとって公平な入札制度を検討していただきたい。 
 
 
Ⅵ． 最低賃金引き上げについて 
 

最低賃金の引き上げは、国民の消費購買力の向上、地域経済の活性化などの観点から

も重要な課題であると言えます。一方、中小企業が自律的に賃上げを行うことができる

環境整備なしに、最低賃金引き上げを急激に進めることは、中小企業経営の困難をさら

に高めることが懸念されます。 
最低賃金の引き上げには、社会保険料事業主負担への助成制度の創設、取引関係の一

層の適正化、業務改善など付加価値向上への支援等、総合的な制度の見直しが必要であ

ることを、県として国に伝えていただきたい。 
 
 
Ⅶ．起業家を増やし、事業を維持・発展させるために 
 
（1）全国的に、女性起業家の活躍に着目しさまざまな創業支援を展開している自治体

が増えています。取り組みが進んでいる埼玉県においては、総合的なワンストップサー

ビスを充実させ、より一層、新たな事業創出や連携を生み出す環境づくり等を支援して

いただきたい。 
 

（2）起業しても、その後の経営が不安定で脆弱な起業家が多くみられます。起業後の

経営者をサポートするために、先輩経営者のネットワーク等の活用を促し、その企業に

応じた事業計画づくり（経営革新、事業計画（ローカルベンチマーク・経営デザインシ

ート・経営指針（経営理念・経営方針））等を支援していただきたい。 
 
 
Ⅷ． 中小企業を取り巻く採用と教育環境の重視 
 

『中小企業憲章』は、「魅力ある中小企業への就業や起業を促し、人材が大企業信仰

にとらわれないよう、各学校段階を通じて健全な勤労観や職業観を形成する教育を充実

する」と述べています。その具体化のため以下、要望いたします。 
 
（1）中小企業と教育 

2017 年に行われた学習指導要領の改訂で「社会に開かれた教育課程」を実現するこ

とが謳われ、中小企業における学校教育の役割と意義は一層大きいものとなっています。



青年や子どもたちが健全な労働観や社会観を形成していく一つの機会として中小企業

での職場体験・インターンシップを授業の一環に組み入れていただきたい。 
また、学校運営協議会や学校評議員制度にあたっては、既存機関の活動内容の充実を

図るとともに、地域の企業経営者の任用を検討していただきたい。 
 
（2）教育費負担の軽減について 
①大学の授業料は年々値上がり、家計における教育費の負担が高まる中、日本学生支援

機構の奨学金を利用している大学生は 2.7 人に 1 人というデータが発表されています。

住民税非課税世帯・準ずる世帯の学生を対象にした給付型奨学金の新制度が 2020 年 4
月からスタートしましたが、学生の負担額を考えると対象人数・給付額はまだまだ不十

分です。埼玉県にあっては、県立大学の授業料引き下げを実施するとともに、給付型奨

学金制度の整備・拡充を図っていただきたい。 
 
②学校を卒業した学生の奨学金の金利負担を含めて、奨学金の返済は厳しい状況が続い

ています。就職したばかりの若者が奨学金の返済に苦しまないで済む制度の創設や県内

市町村への支援、利子減免など特段の対策を検討していただきたい。 
 
 
Ⅸ.  特別支援学校の生徒・保護者に対して、中小企業の障害者雇用への取り組

みの周知を 

 
特別支援学校教員や教育関係者との情報交換の中で、特別支援学校では上場企業な 

どの大手企業への就職を希望する生徒及び保護者が多いと伺います。それ自体は各人の

意思ですので干渉するものではありませんが、それによって地域で障害者雇用を目指し

ている中小企業との出会いの場が減ってしまうのは、お互いにとってもったいないこと

と考えます。 
そこで、県内特別支援学校（特に職業モデル校）の生徒・保護者に対して、中小企業

の障害者雇用への取り組みの周知や、取り組みを紹介する場を積極的に創出していただ

きたい。 
 
 
Ⅹ. DX 推進のための社員再教育（リスキリング）について 

 
企業は DX（デジタルトランスフォーメーション）を推進し、生産性向上や BCP の

充実、経営革新を図っていくことが急務となっています。しかし、デジタル人材が不足

している上、中小企業においては、専門技術者を雇用する余裕はありません。 



そこで、在籍する従業員を再教育し、WEB や IT ツールの利用スキルを高めていく

ことが、最も現実的な DX 推進の一歩になると考えます。そのための教育訓練の費用の

助成、県内の IT 事業者を講師として登用するスキームをつくっていただきたい。 


